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新しい年を迎えました。それぞれの助成財団は、

どのような抱負で新しい年をお迎えでしょうか。

今年は助成財団センター設立30周年にあたります。

このセンター設立の基本的な思いは、社会からは

当時ほとんど見えなかった助成財団の活動を、

個々の活動としてとともに助成財団という一つの

コミュニティあるいはセクターの社会的な存在

や役割を含め、より多くの人に見えるものにする

ことだったと思います。そこで「情報基盤の

整備」を最重点課題としてきたわけです。そして

一定の役割は果たしてきたかと思います。

しかし助成活動というものは、本質的に見え

にくいものだと思います。そのことは、財団関係

者なら誰でも実感されてきたことでしょう。

個々の助成活動は特に見せるためのものでは

ありません。宣伝染みた見せる姿勢に、かえって

白々しさを感じることもあります。しかし、

「よく見ると見えるもの」ではないといけません。

民間の資金源とは言え、社会的な資金です。まず

何よりも、助成を必要としている人や組織に見え

ることが必要です。また助成資源を今後一層豊

かにしていくにも、潜在的な資金提供者も含め、

その意義や有効性をよく見てもらう必要があり

ます。さらに社会的関心や監視という面でも

必要です。「陰徳」が「隠匿」にならない仕組みが

必要です。

そのような個々の助成活動をよく見えるように

するためにも、コミュニティとして、あるいは

セクターとしての助成財団界的なものを見える

ようにしていく、全体の状況を見えるようにし

ていく、そこに助成財団センターの役割があり

ます。いわば、助成財団共通の情報公開の

プラットホーム的なものといえるでしょう。

その点からしても、この30年間の情報技術の進歩

は著しいものがあります。それに追いついて

いく地道な努力が必要です。そのためには資金

も人材も必要です。

今回、公益法人制度改革後の初めての本格的な

調査により、助成財団のデータベースの更新を鋭

意進めてまいりました。現在集計中ではありま

すが、多くの財団関係者のご協力によりおよそ

3,000件の助成財団の存在が確認されました。

センターの事務局では、このために、それこそ

「見えない」取り組みが日々行われてきたわけで

すが、社会のあらゆる方面から大いに活用されれ

ばと願っています。

データベースの価値は、必要な項目から必要な

助成財団や助成プログラムを検索することが

できるところにあるわけですが、さらに本当の

価値は、検索によって得られた情報がどれだけ

豊かな内容をもつかにかかっています。「検索

して沢山の項目は見つかったが、求める内容は

何もなかった」では、意味がありません。この

データベースという仕組みが意味をもつかどう

かは、個々の活動内容、より厳密に言えば「情報

発信された活動内容」にあります。

そのために各助成財団は日々たゆまぬ努力を

しておられるわけですが、今年は特に、その活動

をどのように社会に向けて発信していくのか、

Webを通じてであれ、紙媒体を通じてであれ、

顔と顔を合わせての交流を通じてであれ、本質

的に見えない活動をどう見えるようにしていく

のか、本格的に考えていく年にしていければと

思います。
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事業モニタリングから
事業評価まで

戦略的グラント・メイキングの手法と実践　第2回連載

日本財団　ソーシャルイノベーション本部
国際ネットワークチームリーダー

小林 立明

1.はじめに
 「戦略的グラント・メイキングの手法と実践」の第2回は、

事業評価を取り上げます。 第1回の「プログラム設計から実

施まで」で紹介したように、戦略的グラント・メイキングは「ロ

ジック・モデル」の構築を基本とします。このロジック・モデ

ルの策定において、大きな役割を果たすのが事業評価で

す。以下の通り、ロジック・モデルの各段階で評価は重要

な役割を果たしています。

•事前評価

ロジック・モデル策定の際に、事業のニーズや実現可能
性を把握し、ロジック・モデルの妥当性を検証。

•アウトプット評価

プログラム実施の際、プログラムがロジック・モデル通
りのアウトプットを生み出しているかどうかを検証。プ
ログラム終了時に行うが、プログラムの実施途中に、
プログラム・モニタリングの一環として行う場合もある。

•アウトカム評価

プログラム終了時に、プログラムがロジック・モデル通
りにアウトカム（成果）を達成したかどうかを検証。

•インパクト評価

プログラム終了後、一定期間を経た後に、プログラム
がロジック・モデル通りのインパクトを達成したかどうか
を検証。中長期にわたるプログラムの場合には、プロ
グラム終了時に実施しても良い。

戦略的グラント・メイキングでは、これら各評価結果がプ

ログラムの設計や改善のために積極的に活用されます。ま

さに、評価が戦略的グラント・メイキングの手法の中に有

機的に組み込まれている訳です。

なお、評価自体は、グラント・メイキングのみならず、行政や

NPOがロジック・モデルを使って実施する様々な事業でも

利用されます。しかし、自ら事業を実施する行政やNPOと

異なり、助成財団は、あくまでも「グラント・メイキング」という

手法を使って目標を達成しようとします。このため、戦略的

グラント・メイキングで評価を行う際には、一定の工夫が必要

となります。この点を踏まえ、本稿では、「戦略的グラント・メ

イキング」に固有な評価の考え方は何か、と言う点を中心に

論じたいと思います。なお、あらかじめお断りしておきます

が、紙面の都合のため、本稿では評価の具体的手法にまで

踏み込むことができません。評価の具体的な手法について

ご関心がある方は、専門書や研修機会をご利用ください１。

2.助成財団が評価に取り組む意味と目的
最初に、助成財団が評価に取り組む意味や目的について

確認しておきましょう。日本の助成財団の場合、評価が財

団活動に積極的に位置づけられていないような印象を受け

ます。助成を受ける非営利団体にとっては、少ない人数で

事業実施、資金調達、事業報告等を行わなければならな

い中、評価作業は負担でしかなく、さらに評価結果次第で

は支援中止にもつながりかねない悩みの種と考えるところ

が多いでしょう。また、助成を行う財団にとっても、事業

報告を受け取って事業がきちんと遂行されていることが分

かれば評価まで行う必要はないのではないかと考えるとこ

ろも多いと思います。そもそも、日本の助成財団の場合は

スタッフも少なく、なかなか評価まで手が回らないという

のが現実ではないでしょうか。

一般に政策評価の世界では、評価目的を（1）「政策」に

関する意思決定の改善、（2）資源配分の最適化・効率化、（3）

納税者への説明責任の向上にあるとしています２。この「政

策」を「戦略」と、「納税者」を「ステイクホルダー（出捐団体、

理事会、グランティー、その他受益者等）」と読み替えれば、

これは戦略的グラント・メイキングの評価にもそのまま当て

１ 評価全般については、龍慶昭・佐々木亮（2010）「政策評価の
理論と技法」多賀出版が入門書として役に立つ。なお、日本評価
学会が定期的に開催している評価士養成講座は、財団スタッフに
とっても有益である。将来的には、助成財団のグラント・メイキング
に特化した評価手法の研修プログラムの開発が望まれる。

２ 龍慶昭・佐々木亮（2010）「政策評価の理論と技法」多賀出版
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はまります。評価は事業の改善や説明責任など、積極的な

意味を持っているのです。

実際、ある調査３によると、米国財団関係者の多くは、評

価を以下の5つの点で積極的にとらえています。

•�評価は、単に証拠集めのためでなく、事業改善のためのもの
である。

•�評価は、単に原因解明のためでなく、社会的変化に貢献する
ためのものである。

•�評価は、単独で学ぶものでなく、他の利害関係者との共同学
習のためのものである。

•�評価は、個別プロジェクトを超えて助成財団全体の戦略や運
営に関わるものである。

•�評価は、成功例の羅列ではなく、失敗例を認め、この分析を
通じて事業の改善に利用するためのものである。

このように、米国では、戦略的グラント・メイキングの普

及に伴い、事業評価を戦略性向上の重要なツールとして積

極的に活用しようとしています。これに伴い、助成財団向

けの様々な評価ツールやガイドラインも開発されています。

3. 評価計画策定に当たっての確認事項
では、戦略的グラント・メイキングにおいて、具体的にど

のような評価がなされているのでしょうか。世界銀行や国

連機関のような大規模な資金も専門スタッフもいない助成

財団にとって、事業評価に大量の資金と人材を投入するこ

とは現実的ではありません。また、助成を受ける非営利団

体も、評価報告を作成する資金や人材には限界があります。

このため、評価計画を策定する前に、まず評価の目的を明

確にし、助成団体と助成先団体の間できちんと評価の目的

を共有しておき、双方の負担を最低限にしつつ、評価結果

を最大限活用できるようにしておく必要があります。具体

的には、評価計画を立てる前にまず図1.の諸点を確認して

おく必要があるでしょう４。

図1.評価計画策定の際の主要確認事項

Why?
•評価の目的は何か
•誰が評価報告を読むのか
•評価報告を利用するのは誰か

What?

•評価を通じて何を学びたいのか
•�評価の目的を達成するためにどのような情報を収集す
る必要があるのか

•�この学びをどのように事業改善に活用するのか

Who? •�どのように適切な利害関係者に関与してもらうのか
•評価結果を誰とどのような形で共有するのか

３ Grantmakers for Effective Philanthropy, Council on 
Foundations （2009）”Evaluation in Philanthropy: Perspective 
from the field”. Grantmakers for Effective Philanthropy

４  前掲

How?

•�どのようにして必要なデータを収集し、分析するのか
•�財団と助成先団体の評価実施能力はどれほどか
•�既存の情報源、事業基盤、事業実施能力をどこまで
活用できるのか

4.評価目的に応じた評価手法の選択
以上の点を明確にした上で、実際の評価計画を策定しま

す。評価計画の選択肢は、上記の確認事項に応じて多岐

にわたります。専門評価者による評価チームを結成する場

合もあるでしょうし、助成先団体と協議して業績評価指標

を設定し、これに基づいて定期的な報告を受けるだけにと

どまる場合もあるでしょう。また、評価に採用するツールも

それぞれの目的に応じて様々なものになります。

ただ、いずれの場合であっても、戦略的グラント・メイキ

ングにおける評価では、（1）助成先団体や他の利害関係者

との戦略目標の共有、（2）事業実施の成果（Outcome）の

把握、（3）事業実施の過程を通じた改善事項の把握、（4）

これらを通じたインパクトの明確化、という4つのステップ

は不可欠な要素になります。それぞれのステップで必要と

される情報と取り組み手法の主要例としては図2のようなも

のが考えられます５。戦略的グラント・メイキングの評価にお

いて、多様な評価手法が取り入れられていることがおわか

りいただけるかと思います。

図2.評価ステップ別の必要情報と取り組み手法例　６　７

評価段階 必要情報 取り組み手法

1.戦略共有
（何を実現した
いのか）

•問題とニーズ
•対象分野での現在の実践状況
•プログラム目標と対象の特定
•より広範な変革追求との関わり
•巻き込むべき主要利害関係者
•潜在的なリスクや落とし穴
•�その問題に関する既存の
データと調査結果

•ニーズ評価
•文献レビュー
•委託調査
•基礎調査
•変革の理論
•ロジック・モデル
•外部環境スキャン
•イシュー調査

2.成果把握
（達成目標に向
かっているか）

•�提供された財・サービスの
数と種類

•事業がリーチ出来た人々
•財・サービス提供のタイミング
•目標や対象から見た進捗状況
•予期せぬ当初計画からの逸脱
•�意識、態度、知識、状況な
どの変化

•アウトプット測定
•アウトカム測定
•ダッシュボード6

•助成事業中間報告
•事前・事後評価
•�アプリシアティブ・
インクワイアリー7

5 前掲

6 ダッシュボードとは、自動車のフロントパネルのように、複数の情
報源からの情報と一覧表示する機能を意味する。評価では、プロ
ジェクトの成果測定の際に、各時点での複数の評価指標に基づく
情報をダッシュボード上に一覧することで成果を総合的に把握し
ようと言う手法を指す。

7 米国ケース・ウェスタン・リザーブ大学のデービッド・クーパーライ
ダー教授らにより1987年に提唱された「組織の真価を肯定的な質
問によって発見し、可能性を拡張させるプロセス」を指す。
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3.改善事項
（どうすれば改
善できるか）

•�サービスの質、参加者の満
足度

•事業を通じた学び
•�財・サービス提供の改善に
必要な変化

•�助成事業中間報告
と最終報告

•事前・事後評価
•�アプリシアティブ・
インクワイアリー

•�アウトプットとアウ
トカム評価

4.インパクト
（どのようなイン
パクトを実現し
つつあるのか）

•�目標達成度、ニーズ充足度、
事業進捗度、問題解決度など

•�コミュニティや社会運動に
おける社会的指標変化への
貢献度

•�ポートフォリオ評価8

•�実験モデルによる
インパクト評価

•長期追跡調査
•クラスター評価9

•共有評価指標
•�財団全体の指標の向上

5.主要な評価手法　８　９

では、具体的に戦略的グラント・メイキングにおいて、どの

ような評価を行っているのでしょうか。本稿では、評価に関

する多様な手法の中から、戦略的グラント・メイキングのロ

ジック・モデルに不可欠なアウトプット評価、アウトカム評

価、インパクト評価のそれぞれについて簡単に見ておきたい

と思います１０。

（1）アウトプット評価

アウトプットとは、プログラムの直接的な産出物を指しま

す。具体的には、保健医療・福祉関係であれば、提供された

サービスの量やサービスの受給者数など、研究・学術関係

であれば会議参加者数、発表論文数、報告書配布数など、

文化・芸術関係であれば、イベント回数や参加者数などで

す。アウトプット評価において採用される評価指標は、事

業の目的や内容により多様ですが、出来る限り、定量的に測

定できるものが望ましいでしょう。

アウトプット評価を実際に行うのは、助成金を受けて事業

を実際に実施する助成先団体です。このため、助成事業を

開始するに当たり、あらかじめ助成団体と助成先団体でア

ウトプット評価指標についての考え方を共有しておくことが

望ましいでしょう。場合によっては、助成金の中に、アウト

8 教育分野の評価手法として導入されたもので、児童生徒が作
成した作文、レポート、作品、テストなど多様な成果を一つに集積
していき、これに基づいて総合的な評価を行おうという手法。助
成財団のグランティーの評価手法への応用も試みられている。

9 評価にあたり、グランティーを一律に評価するのではなく、主
題や地域などに基づいてクラスター化し、それぞれの特性に基
づいて成果やインパクトを評価しようという手法。

10 評価の実際については、前掲の龍慶昭・佐々木亮（2010）などを
参照。

プット評価を行うための経費を組み込んでおくことも必要

です。

（2）アウトカム評価

アウトカムとは、プログラム活動の成果を指します。通常、

アウトカムとは、プログラムの対象となる受益者や団体の行

動、知識、技能、地位、能力レベルなどの明確な変化と言う形

で記述されます。具体的には、保健医療・福祉関係であれ

ば、提供されたサービス受給者の行動や生活環境の変化な

ど、研究・学術関係であれば、研究水準の変化や研究者に

おける認知度の変化など、文化・芸術関係であれば芸術制

作者の活動レベルの変化や観客層の芸術への関わりの変

化などが考えられます。アウトカム評価は、アウトプットと異

なり、必ずしも定量的である必要はなく、定性的なものも可

能です。

アウトカムは、イベント参加者へのアンケート調査や

事業関係者の自己評価などにより、プロジェクト終了時

点でもある程度の把握は可能です。しかし、アウトカム

は「変化」ですから、通常、プロジェクトのアウトカムが

現れるのには、1〜3年、より長期であれば3〜5年程度

が必要です。このため、 通常、アウトカム評 価の場 合

は、評 価専門家が 事 業 終了後に インタビューやアン

ケートなどによる追 跡調査などを使って実施すること

になります。

アウトカム評価は、現在の戦略的グラント・メイキングの

中核となる評価です。助成財団や非営利団体が自分たち

の優先領域においてアウトカム評価に取り組むことを支

援するため、 様々な指標モデルが公開されています。こ

の中から、一例として、アーバン・インスティチュートが開発

した舞台芸術プログラムに関する指標を見てみましょ

う１１。

図3は、舞台芸術を通じて、コミュニティ・レベルでのアー

トへの認識向上と、コミュニティ自体の社会的紐帯の強化を

目標とするプログラムを例にして、アウトプットから中間アウ

トカムを経て最終アウトカムに至るロジック・モデルと、各段

階におけるアウトカム指標をまとめたものです。ロジック・

モデルのそれぞれの段階におけるアウトカムを、どのような

指標を通じて把握しようとしているのかがおわかりいただけ

ると思います。

11 アーバン・インスティチュートのアウトカム指標プロジェクトか
ら引用。プロジェクトの詳細については http://www.urban.org/
center/cnp/projects/outcomeindicators.cfm を参照。
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戦略的グラント・メイキングの手法と実践　第2回連載

舞台芸術プログラム概要

芸術への認識向上とコミュニティの社会的紐帯強化のために、音楽、演劇、ダンス分野の舞台芸術プロジェクトを共同または個別に
提供するプログラム。プログラム領域は、組織的価値と社会的価値の双方を含む。ただし、プログラム領域には、芸術教育と美術は
含まれない。

アウトカムの流れ図

アウトプット

助成による
制作件数と
促進件数

アート・プログラ
ムと活動に対す
る意識の増加

多様な観客層
へのアウトリー
チ

アート・プログラ
ムに対する外
部の認知

観客数の増加

知識の増加

アートに対する
認識の向上

人生経験の豊
かさの向上

コミュニティにお
ける社会的紐
帯の強化

共同的な意味
付けや理解の
強化

中間アウトカム 最終アウトカム

アウトカム指標

１．舞台芸術観劇の機会を認識
しているコミュニティ数と割合

５．少なくとも月に一回舞台芸術
を鑑賞する人の数と割合

９．プログラム参加の結果、地
域文化理解が深まったと回答し
た人の数と割合

12．芸術グループによるコミュニ

ティ外部からのプログラムや
サービスの提供数

２．舞台芸術は障害者にとって
高価でアクセスが困難と報告し
たコミュニティ数と割合

６．一公演ごとの観客席充足率 10．以下の回答をした観客と住
民の数と割合
a) プログラム参加により芸術理
解が深まったと回答
b) 公演終了後、さらに芸術ブロ
グラムに参加したいと回答

13．コミュニティ組織とのパート

ナーシップ件数。チケットなしで
提供された公演件数。

３．舞台芸術は自分たちの文化
にとってセンシティブだと報告し
たコミュニティ数と割合

７．チケット販売数における年間
通し券販売数と更新数

４．メディアの好意的な評論の
数と割合

８．年間通し券購入者の寄付割
合

11．プログラム参加後、態度や

感情が豊かになったと回答した
人の数と割合

図3.舞台芸術プログラムに関するアウトカム指標例

（3）インパクト評価

インパクトとは、プログラム活動の結果として、組織、コ

ミュニティ、社会に引き起こされる変化を指します。通常は、

5年以上の長期的な変化をさす場合が多いと思われます

が、もちろんプロジェクトの内容によっては、より短期的にイ

ンパクトを評価することも可能です。

インパクト評価は、専門的な手法を必要とするため、通常

は専門的な評価者による評価として実施することが一般的

です。インパクト評価の手法としては、ランダム実験モデル、

回帰・分断モデル、一般指標モデル、時系列モデル、事前・事

後比較モデル、専門家評価、受益者評価など、多様な評価手

法が開発されています１２。

また、近年は、プログラムのインパクトを貨幣価値に換算

して提示しようという社会的投資収益率（SROI: Social 

12 龍慶昭・佐々木亮（2010）

Return of Investment）という手法

が注目を集めています１３。この手法

は、多様な事業のインパクトを貨幣

価値という共通の指標で測定するこ

とができるため、戦略的グラント・メ

イキングのみならず、社会的投資の世

界でも重要な役割を果たすことが期

待されます。なぜなら、社会的投資

は、投資家が直接得ることのできる

経済的リターンと、投資の結果コミュ

ニティが得ることのできる社会的リ

ターンの双方を追求するため、投資

家にも理解できる客観的なインパク

ト評価指標が不可欠だからです。今

後、社会的投資収益率（SROI）評価

手法がより洗練され、共通の指標が開発されていけば、社会

的投資にも積極的に導入されていくでしょう。

6.終わりに
以上、戦略的グラント・メイキングにおける評価の基本的

な考え方と実践について概観してきました。グラント・メイ

キングの戦略性を高め、よりインパクトのある事業を展開し

ていく上で、評価が非常に重要な役割を果たしていること

がおわかりいただけたかと思います。

次回は、戦略的グラント・メイキングがこのような評価手

法を活用してどのようにプログラムの改善に取り組んでいる

か、さらにこうしたプログラムの戦略性の向上のための人

材育成にどのように取り組んでいるかなど、組織面での取

り組みを見ていきたいと思います。

13 詳細については、SROI ネットワークジャパンのウェブサイト
http://www.sroi-japan.org 参照。

小林 立明
公益財団法人日本財団　ソーシャルイノベーション本部 国際ネットワークチームリーダー

前ジョンズ・ホプキンス大学市民社会研究所国際フィランソロピー・フェロー

1964年生まれ。東京大学教養学科相関社会科学専攻卒業。ペンシルヴァニア大学 NPO/NGO 指導者育成課程修士。

独立行政法人国際交流基金において、アジア太平洋の知的交流・市民交流や事業の企画評価等に従事。在韓国日本大使館、

ニューヨーク日本文化センター勤務等を経て、国際交流基金を退職。

2012年 9月よりジョンズ・ホプキンス大学で「フィランソロピーの新たなフロンティア領域における助成財団の役割」

をテーマに調査・研究を行ってきた。2013年 12月帰国。2014年 4月より現職。
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＜はじめに＞
日本にCSRの概念が欧米より導入されたのは、概ね2003年

からです。企業の中にCSR担当セクションができたり、CSRレ
ポートが発行されるようになったことから、日本では「CSR元
年」として 認 識されて います。CSRは、Corporate Social 
Responsibilityを略したものですが、当時は定義が曖昧で、各
国の事情によって解釈に差があったため、日本企業は実際に
何をなすべきか、少々混乱しました。すでに社会貢献活動とし
ては、日本の大手企業では、1980年代後半から、環境問題の台
頭もあって、様 な々取り組みを始めていました。さらに、歴史的
にみても、企業は、地域のために利益の一部を拠出して様 な々
活動をしてきたために、「日本企業の考え方の中にそもそも地
域に貢献するという概念があるのに、なぜ、今、企業の社会
的責任というような概念が海外から起こってきて、それに対
応しなければならないのか」、という疑問も経営者の中にはあ
りました。しかし、多くの企業では、このCSR概念の導入と
ともに、日本企業における社会貢献活動は、経営に直結した活
動という認識が高まり、社内の関心は相対的に上昇しました。

私は、花王株式会社で2000年から、社会貢献部門の責
任者として自社の社会貢献活動を推進するとともに、日本経
済団体連合会（以下、日本経団連）が、企業の実務者向け
の情報交流の場として設けた「社会貢献担当者懇談会」の
座長を9年間勤め、日本企業の社会貢献活動の変遷を見て
きました。また、2003年からは、財団法人花王芸術・科学
財団の常務理事（兼）事務局長として、助成財団の運営に
も携わってまいりました。本稿では、以上の経験から、こ
の10年あまりを振り返り、企業における社会貢献の取り組み
の変化の軌跡をお伝えするとともに、主に企業の社会貢献
の活動と企業財団の関係をどのように考えるべきか、私見を
述べたいと思います。この10年間を振り返るに、企業を取り
巻く環境は大きく変わりました。「社会の中の企業」という
意識が生まれ、市民セクターとの積極的な交流も生まれてい
ます。一方、財団は新制度が導入され、「公益財団法人」
であれ「一般財団法人」であれ、組織の運営が大きく変わり
ました。組織自体を見直した財団は多かったでしょうが、社
会変化を念頭に、活動自体を見直すところまでいけた財団は
どれ程あったでしょうか。当財団は、公益財団法人への移行
作業で精一杯でした。企業自体の社会貢献活動がアグレッ
シブに変化するなかで、「政府セクターにも企業セクターにも

属さない独立の公共財であること」を存在価値に置きなが
ら、これからの財団を時代環境に合わせて進化させていか
なければならない時を迎えているのではないでしょうか。拙
文がそうした議論のきっかけとなれば、大変嬉しく思います。

＜日本企業のCSRの歴史＞
日本で「企業の社会的責任」という言葉が初めて使われた

のは、1956年、経済同友会による「経営者の社会的責任の
自覚と実践」というレポートであると言われています。『現代
の経営者は論理的にも、実際的にも単に自己の企業の利益
のみを追うことは許されず、経済、社会との調和において、生
産諸要素を最も有効に結合し、安価かつ良質な商品を生産
し、サービスを提供するという立場に立たなくてはならない』
という提言を社会に対して行いました。このことから、1956
年を「日本の自発的なCSR元年」という説もあります。その
後、1960年代には産業公害に対する企業不信・企業性悪説が
説かれ、1967年、公害対策基本法が成立しました。ここから
各企業現場での産業公害への個別対応が始まりました。
1970年代には、列島改造論・石油ショック後の企業の利益至
上主義批判が起こりました。これに対応するかのように、70
年代から企業による社会支援を目的とした財団の設立も盛
んになりました。1980年代からは、ようやく「企業市民」とし
てのフィランソロピーやメセナ活動が企業の中で展開されて
きます。同時期に、日本企業の海外進出（主に米国）によって
様々な軋轢が生まれました。市民社会と企業の関わり方を
海外視察から学び、1990年に、日本経団連の中に1％クラブ

（経常利益や可処分所得の1％を社会貢献に使うことを提唱
する活動）ができ、あわせて、社会貢献推進委員会の下部組
織に実務者の集まりである社会貢献担当者懇談会ができま
した。社会貢献推進委員会では、毎年企業の社会貢献の実
態調査を実施し、社会に対してその結果を公表しています。
ちなみに、調査の一部をご紹介しましょう。

（図1）社会貢献活動支出の経常利益に占める割合
（日本経団連2013年度調査データより）

CSR時代の助成財団
―今後に向けた期待と展望―

公益財団法人　花王芸術・科学財団
　　　　　　　前常務理事（兼）事務局長　　嶋田　実名子
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景気による変動がありますが、経常利益に占める社会貢
献活動費は、概ね1.3％以上、1社平均は2013年で4億8,200万
円（大手360社の結果）です。社会貢献担当者懇談会では、
様々な市民団体の活動紹介や交流、各社の社会貢献プログ
ラムの実施状況などの情報交換を行い、日本企業全体の社
会貢献活動の推進を図ってきました。

1990年代には、“バブル崩壊”とともに、企業倫理問題、地
球環境問題が顕在化し、91年には、日本経団連による「企業
行動憲章」が制定され、各企業とも、こぞって企業規範の策
定や、地球環境部のようなセクションを自社内に設立しま
した。そして、2000年代には、欧米からCSRの概念が、SRI
ファンドや企業格付けを伴って入ってきました。これ以
後は、地球環境部や社会貢献のセクションも統合され、企
業の中に、CSR部を設置する企業が増えました。そして、
2010年以降は、ISO26000（組織の社会的責任に関する国際
規格）が発行され、ステークホルダーとの対話の重要性に
関する認識が高まりました。環境経営から発展して、ガバ
ナンスや人権等にも配慮したCSR経営が提唱され、CSRレ
ポートも財務情報、非財務情報の統合化が図られて、各企
業とも一層の進化を目指して努力してきました。CSRと
いう概念が海外から日本に導入されて10年余り、法令順
守、社会貢献、環境対応の視点から、リスクを予測した準備
的活動、人権配慮、統合レポートと主題を変えながら、発展
的活動へと進化しています。さらに、社会価値と企業価値
を同時に実現するという、CSRをより事業と結びつけた
CSV（Creating Shared Value）という概念もでてきて、

「CSRの進化系だ、否、CSRの一部がCSVだ」、などといった
議論が交わされているのが今日の日本の状況です。私は、
日本のCSRは環境対応から始まったが、最近は、自らの社
会的責任を認識し、ビジネスプロセスを通じて、価値創造
を行い、社会への貢献も両立していく方向に動いていると
感じています。

＜社会貢献活動の変遷と現在＞
CSRの一部としての企業の社会貢献に焦点をあてて、さ

らに詳しく現状をみていきたいと思います。

（図2）企業の社会貢献活動のへ変遷

社会貢献というと「寄付をすること」と連想する向きも
多いですが、日本では近江商人の商人道であった、「売り手
よし」「買い手よし」「世間よし」の「三方よし」の精神が源と
いわれています。「世間よし」を具現化するものとして、江
戸時代から大手商人は、地域のために橋を架けたり、病院、
学校を作ったり、様々な貢献をしてきました。80年代まで
は、利益の一部を社会に還元するという考え方が主流で、
儒教的精神の影響からか、「陰徳こそ美徳」であるとして、
企業が社会に対して行ってきたことはあまり公表してき
ませんでした。私が2000年に花王株式会社の社会貢献担
当者になって、森づくりのボランティア活動に、「花王」と
いう社名の冠名をつけようとしたところ、経営陣から反対
を受けたことを覚えています。

さて、1990年代に入り、社会貢献活動にも宣伝やマーケ
ティングの手法が導入され、好景気に乗って大型イベント
や、メセナの協賛が活発に行われるようになりました。そ
の後、景気の低迷により、効率的で地味な活動に転換せざ
るをえなくなりました。しかし、この間に企業は欧米式の
情報開示や、事業活動にリンクした戦略的活動を研究し
て、多様な活動が生まれてくるようになりました。この頃
から、前述の「社会貢献担当者懇談会」では、国内外の市民
活動やNPO/NGOとさかんに交流の場を持ち、いわば、企
業担当者と市民団体の“お見合いの場”を設け、後に、企業
と市民団体のパートナーシップの機会を生み出せるよう
推進しました。日本NPOセンターや、国際協力NGOセン
ターなどもこの懇談会では常連で、社会貢献活動の新担当
者であっても、この懇談会に出席すれば、人脈や企業の社
会貢献の取り組みの最新の情報を手に入れることができ
ました。このほかにも、1991年に設立された日本フィラン
ソロピー協会や、各地にある社会福祉協議会なども、企業
が地域でどのような取り組みをするべきか、様々な企画の
相談を受けていましたし、国際的な大手NGOは、広告代理
店とタッグを組んで、企業の社会貢献活動そのもののプラ
ンや、マーケティング活動と寄付を連動させるコーズ・リ
レイテッド・マーケティング（CRM）の提案をするように
なってきました。

2000年代に入ると、海外からCSRの概念が入ってきたこ
とを受けて、社会貢献活動は、CSRの一環として位置づけ
られ、『社会的活動に投資して持続可能な社会づくりを支
援する』という明確な意識をもつようになりました。こ
のことから組織の見直しや活動の見直しも行われるよう
になりました。

企業が取り組みを行う上で、「地域貢献」「NPO/NGO等
市民団体とのパートナーシップ」「社員ボランティア」が重
要な要素として考えられるようになりました。各企業と
もその企業らしい活動、自社完結型ではなく、異なるス
テークホルダーとパートナーシップを組んで行う活動、社

7

January/2015 No.82



員が積極的に社会とかかわり、社会的リスクへの感度を高
められるような活動へと、活動を進化させていきます。
様々な市民団体との交流は、前述のような経済団体主体の
ものだけでなく、日本NPOセンターのような中間支援組
織が主催する企業とNPO・NGOの交流会の他、NPO・NGO
自身が企業に直接働きかける機会も増えました。また、東京
だけでなく、地方でも盛んに行われるようになりました。

2002年には、個人、企業、団体からの多様な寄付や、助成
の受け皿となる専門的なコンサルテーション機能を備え
た「市民社会創造ファンド」も日本NPOセンターから分離
する形で、設立されました。企業は、自社で財団のような
組織を作らなくとも、その企業に関わりのある社会的課題
を定め、それを解決するために、効果的に資金提供をする
ことができるようになりました。
「CSR時代」になって、企業が取り組む社会貢献活動の大き

な変化は、社会課題の解決に貢献するという姿勢を社内外に
わかりやすく見せるということを重要視するようになってきた
ということです。社会貢献プログラムの中で、社内外で理解さ
れやすいのは、「本業と関連する継続的な社会貢献活動」で
す。花王では、2000年から様々なプログラムを行ってきまし
た。担当者達は、社会的課題の解決に結びつくような活動を
常に目指しているつもりですが、いつも社内で問われてきたの
は、「なぜ、わが社がそれをするのか。花王らしい活動とはな
にか」ということでした。2009年から、組織的に花王で蓄積し
ている様々な生活情報を活かした「出前授業」を開始しまし
た。子供たちの生きる力を高めようという目的で、全国の小学
校、中学校、高等学校に「手洗い講座」「おそうじ講座」「環境
講座」を社員が講師となって行っています。自社の製品で
培った、データや実験をもとに子供たちにわかりやすく教える
ため、教師の方々からも好評で、年々拡大しています。社員に
も、ボランティアに参加できた、という満足感が生まれます。
日本では少子化が進み、家事を手伝う子供が少なくなってい
ます。こうした講座で生活の知識を身につけることができれ
ば、まさに、本業と関連する社会貢献活動といえるでしょう。
日本企業では、事業に関連した出前講座を行う企業が増えて
います。政府の進める産業界の教育支援の方針にも合致し
ているので、プログラムとして人気が高いのです。

（図3）花王出前授業「手洗い講座」

しかし、日本では昔から、「本業との関係が薄い社会貢献
活動」も行ってきました。それが、社会の下支えにもなっ
ていたわけで、本業を意識するあまり、この点が省略され
ていくと、日本の社会は少なからず、特に芸術活動の支援
など影響をうけるのではないか、と私は少し心配しています。
また、海外での売り上げ比率が増えるにつれて、社会貢献
活動予算を相対的に海外に振り分ける動きもあります。

＜東日本大震災と企業＞
今まで、日本企業の歩みをCSRの視点から述べてきまし

たが、企業の在り方に大きな転換点をもたらしたのが、
2011年3月11日に起きた東日本大震災だと思います。

震災以降、企業と社会の関係性の密度は高まりました。未
曾有の災害を契機に、社会の持続性と企業活動は密接に関
係していることが認識され、企業の存続には、市場・社会の存
続が不可欠であることを改めて実感しました。東北地方に
おいて、様々な企業による長期的な支援の取組が現在もなさ
れています。当初の緊急支援はもとより、2012年度の東日本
大震災関連の社会貢献支出は143億円（日本経団連　社会
貢献活動実績調査結果）、1社当たり3,600万円（大手企業約
400社の調査）に上っています。（前年度は1社平均2億円）

この災害が企業の社会貢献活動にもたらした影響は
大きく2つ考えられます。

第一に、日本企業においてあまり積極的とはいえなかっ
た社員のボランティア活動の支援が進んだこと。企業側
の理解が進み、新しく制度を作ったり、多様なプランをつ
くったり、上述調査の大手企業の80％が社員ボランティア
推進のための取組をしています。日本では、1995年の阪神
淡路大震災が「ボランティア元年」と言われました。この
時は、個人としてのボランティア活動が社会に認知されま
した。当時、多くの企業では、組織的なボランティア推進
までは至らなかったと思います。しかし、今回は、個人的
なボランティアはもちろんのこと、多くの企業で、あるい
は労働組合や、経済団体で組織的にボランティア活動を行っ
てきましたし、現在においても続けている企業もあります。

企業人によるボランティアは、ビジネスで鍛えた機動力
があるので、被災地でも高い評価を受けています。

第二に、災害支援プログラムに、市民団体とのパートナー
シップが当たり前となったこと。地方自治体とのパート
ナーシップで災害物資を支援するケースは以前からありま
した。また、日本経団連などが企業をとりまとめて、物資を
送るようなケースもありました。しかし、今回は、企業が直
接、パートナーシップを市民団体に求めて情報収集にも動
きました。その時に窓口になったのが、社会貢献担当者達
です。セクターが違えば、コミュニケーションの仕方が異
なります。日常的に多様なセクターと交流していることが
見直され、CSRセクションの社内評価も高まりました。
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＜企業における社会貢献活動の再定義＞
CSR活動を推進していくと、社会貢献活動をどのように

位置づけるか、悩みます。特に欧州のCSR概念には、企業が
地域のために社会貢献活動を行うというロジックはありま
せん。「コミュニティへの参画」というところに入れて説明
をしていますが、日本企業の社会貢献の在り方とは少し違
うように思います。日本企業の大きな特徴として、気負う
ことなく、企業自ら地域のために社会貢献活動を行ってい
ることこそ、もっと世界に対して主張して良いと考えます。
しかしながら、経営層の中には、自分達は社会のために製
品・サービスを作っており、わが社の一番の社会貢献は事業
そのものだと考えている方々も多いです。社内理解を深め
る意味でも再定義が必要となってきます。そこで、私ども
が説明するのは、（図4）にあるような考え方です。

（図4）企業における社会貢献活動の再定義

CSR活動をきちんと行うことによって、持続可能な企業
として存続し、ひいては持続可能な社会に貢献できる。そ
のCSR活動とは、①「企業」としての活動：人々に役立つ製
品やサービスの提供と、②「企業市民」としての活動：地域
コミュニティ・ステークホルダーに対する取り組みと社会
の発展に向けた取り組み、この2つの活動が必要であると、
説明してきました。経営層には、いかに納得いくロジック
を示すかというのも、社会貢献担当者の重要な役割です。

＜CSRとCSV＞
CSRの発展について日本企業の様々な状況を見てきまし

たが、それでは、CSRが発展した形が、CSVなのでしょうか。
最近の欧州委員会では、CSRの定義について、「企業の社

会に与える影響（インパクト）に対する責任」と定義してい
ます。これをブレイクダウンすると、①企業の所有者、株
主、ステークホルダーと社会の共有価値（シェアード・バ
リュー）の創造とそれを最大化する、②起こりうる不都合
な影響を認識し、回避、緩和する、となります。すなわち、
①ばかりでなく、当然②についても配慮することが必要で
あり、CSRからCSVに移行するというより、そうした2局面
を認識して、ビジネスを構築することこそ、企業のサステ
ナビリティにつながると言えるでしょう。社会は新しい
定義を欲しますが、それに惑わされないようにしたいと思
います。地球上に存在するいろいろな社会的課題をビジ

ネス課題で解決することは、どのような概念がでてこよう
と、企業が発展するうえでは当然必要なことと、考えます。

＜企業の社会貢献活動と財団の現状＞
以上述べてきたように企業内の社会貢献活動が活発化

する中で、主に企業が出捐して設立された財団は、どの
ように存在価値を示していくのか、考えてみたいと思い
ます。

ここまでCSRと社会貢献の日本における変遷について
述べてきました。私が所属していた花王株式会社の例に、
今までの歴史を当てはめると、下図のようになります。

（図5）花王株式会社の社会貢献活動の変遷

日本企業の社会貢献活動は、企業内に担当セクション
を設けるところから始まるわけですが、その前段階とし
て、財団を設立して、福祉、教育、環境、芸術、科学技
術分野への支援をするという企業もありました。財団の
歴史は古く、戦前、戦後と日本社会で様々な社会援助の
役割を担ってきたと思います。設立数では、1990年の56
団体の新設が、ピークとなっています。花王芸術・科学
財団も、この年に100周年を記念して設立されました。資
産規模25億円の財団です。日本国内では中規模の財団だ
と思われます。

花王の場合は、まず財団を設立し、その5年後に社会貢
献の担当者を広報センター内に置き、本格的にプログラ
ムを作って活動を始めたのが、2000年からです。そして、
03年から社会貢献活動の責任者が財団の運営の直接責任
者になるという形をとりました。私が社内に求められた
のは、花王本体の活動と財団の活動について、いかに、
それぞれの必要性をロジカルに説明するか、ということ
です。財団の活動は時代の変化によって、プログラム自
体を自在に変えるわけにはいきません。通常の企業活動
であれば、毎年の業務改善や、中長期展望をたてなけれ
ばなりませんが、財団は法律的な縛りもあり、事業を変
えないで守っていくことが重要と考えられています。財
団と一口にいっても、規模や活動内容が多岐にわたりま
す。しかし、ほとんどの財団は少人数で、事業を運営し
ていくことに追われ、母体企業の関心も薄く、設立から
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年数を重ねると、社員には魅力のないセクションと化し、
人事の異動もひと苦労になるというのが、偽らざる現状
ではないでしょうか。もちろん、組織自体が100億円以上
の資産規模の大きい財団は別です。様々な調査や取り組
みも行い、財団の活動自体を牽引する役割を担っている
でしょう。しかし、多くの財団は、今までの事業を守る
ということに追われ、改善する、進化させるということ
から－厳しい言い方をすれば－置き去りにされている面
もあります。また、周りを見回すと、①企業組織と企業
財団が完全に分離されて活動しているところ、②企業財
団の活動は独立して行われながら、企業組織のCSR活動
の一部として活動が組み込まれているところ、と2つのタ
イプがあると思います。

②のタイプは、CSR時代になってから、特に顕著になっ
てきた状況です。企業のCSR活動の一つとして、財団の
活動をフォーカスする企業も増えています。また、規模
の大きな財団を有している一方で、社会や社員の共感を
得るために、企業内に新たにその企業らしい社会貢献活
動を始める企業もあります。企業の社会貢献活動が非常
に多様化し、アグレッシブになってきた中で、財団の活
動は、その社会的意義が形骸化し、運営を続けること自
体に意義を見出している面もある、と言えるのではない
でしょうか。

もちろん、すべての財団にあてはまるわけではなく、
100財団あれば、100通り事情があるでしょう。CSR時代
であるからこそ、公益事業を担ってきた財団について、
もう少し社会の理解と、存在価値のアピールができない
ものか、と思います。例えば、花王の財団の例でいえば、
芸術文化への支援です。当財団に限って言えば、年間
4,000万円の助成ですが、企業メセナ協議会の調査による
と、財団が担うメセナ活動費は、年間で603億円にも上り、
企業のメセナ活動の3倍となっています。財団の助成活動
を通じて思うことは、こうした財団のメセナ支援がなけ
れば、日本中の様々な地域で芸術的活動を行う機会も、
芸術に触れる機会も減少するであろうということです。
科学技術分野の助成についても同様でしょう。

自戒も込めて、「ばらまき」から、もう少し長期的展望
にたって、財団の存在価値を再確認し、社会的責任を担っ
ていることを自らも認識すべきであるし、受益者だけで
なく、社会にも理解を求めるべきだと思います。

＜これからの財団に求められるもの＞
企業の社会貢献活動と、企業財団を同時に担当してい

た10年余りの経験から、かなり独断的な振り返りをしま
した。財団は、CSR時代だからこそ、日本社会にますま
す必要になってくると思っています。「説明責任」が求め
られ時代の中で、企業本体が行う社会貢献活動は、自社

らしさという視点でセグメントされ、「選択と集中」によ
り、活動の幅が良くも悪くも狭まっています。しかし、
社会で必要されていることは、実は多種多様で、企業の
CSRの範疇では収まりきらないことのほうが多いと思い
ます。それをすべて税金で賄うことは到底無理でしょう。
多種多様な社会的課題に対応できる財団は、企業や、市
民活動の分野の活動がどのように活性化されようと、公
益を担うセクターとして、必要であると思います。こう
した前提のもと、自財団の公益目的をもう一度見直し、
社会変化に対応するプログラムに組み替えていくことが
必要であると考えます。すなわち、ビジョンの見直しで
す。人員に限りがあり、専門的知識も蓄積しづらい状況
の中で、他財団がどのように事業や業務の見直しを行って
いるのか、という点も助成財団センターを通じて、情報
交流したいテーマです。

また、企業財団は独立しているべきか、企業のCSRに
組み込まれるべきか、については、どちらでも良いと考
えます。しかし、財団としてのビジョンをもたないと、
どちらにしても存在意義が薄れてきます。財団の社会へ
のインパクトは、様々な機会をとらえて説明するべきで
しょう。出捐企業のCSR担当セクションとも相互理解を
深め、その活動領域を見据えて、結果として企業全体の
奥行と強みになるよう戦略を練ることも重要です。公益
活動は、評価システムがないと言われます。市民活動の
分野では、様々な研究的試みがなされています。セクター
を越えて、情報交流することも必要です。助成財団セン
ターが、今後そうした役割を担っていただくことを期待
しています。

かつて、助成財団センターの会議で、「財団は墓守であ
る」と発言された方がいらっしゃいました。とても印象
に残るフレーズでうまい喩だと感心しました。しかし、
先日、当財団の選考委員の方から、「財団こそ未来を創っ
ていく仕事だ」といわれ、目からうろこの落ちる思いで
した。まさに、未来のより良き社会を創っていくために
財団の活動はあり、法律的な手続きがなされれば、企業
内の社会貢献活動以上に自由度が高く、社会課題解決の
ために資金を投入することができるのではないか、と気
づいたのです。

社会的課題は、残念ながらつきることはありません。
金融危機という思わぬ環境変化に財政的に苦しくなるこ
ともあり、この10年は財団にとっては、非常に苦労の多
い年月だったと思います。それでも、多くの財団は、公
益としての活動を続けてきました。これから私達は、「新
しい社会を創っていく仕事」に自覚とほこりを持って、
日本の財団活動の存在感を高めていくべきですし、そう
なるであろうことを信じています。

了
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センターのインターネットサイトを、
リニューアルオープンしました。

この10月21日に当センターのインターネットサイト
をリニューアル公開いたしました。

これまで助成金を探している方に向けのページ
と助成を提供する側の方に向けのページとが混在
しており、求める情報のあるページの場所が分かり
にくかった点を新デザインでは改善、トップページ
で「助成金をお探しの皆さまへ」と「助成財団の皆さ
まへ」と明確に区分け表示し、皆様が求める情報へ
いち早く到達できるようにいたしました。

助成金情報では、助成プログラム検索で要望の
多かった「期間指定なし」のオプションを増設いた

しました。
助成財団設立・運営情報、相談ページでは、「財

団運営Ｑ＆Ａ」を大幅に改稿いたしました（この
ページは当センターの会員限定となっておりま
す。IDとパスワードが必要です。分からない会員
の方はお問い合わせください）。

今後も、コンテンツの改良・充実に努めてまい
ります。ご意見、ご要望等ございましたら、お寄
せください。

新入会員財団のご案内

法人会員

一般財団法人トヨタ・モビリティ基金
（�理事長：豊田　章男　所在地：東京都文京区）

個人会員　1名
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花園医院

シタディーン
新宿

トヨペット

ローソン

花園小学校

大東京信用組合　

NTT四谷

サンマルクカフェ りそな銀行

三菱東京
UFJ銀行
三菱東京
UFJ銀行

花園通り

新宿通り 至四谷

至市ヶ谷
靖国通り

地下鉄丸の内線 新宿御苑前駅

助成財団センター
ビリーヴ新宿4F

〈1Fステーキ店〉

創造と共生の社会をめざして

〒160-0022 東京都新宿区新宿1-26-9  ビリーヴ新宿4階
Tel 03-3350-1857／Fax 03-3350-1858
URL http://www.jfc.or.jp
E-mail  pref@jfc.or.jp

※�地下鉄丸の内線新宿御苑前駅の四谷寄りの出口をご利用下さい。（四谷
方面からお越しの方はホーム中央の地下通路を反対側に渡って下さい。）

編集後記

I N F O R M A T I O N

JFC Views  No.82　January 2015
編集・発行	 公益財団法人　助成財団センター
発 行 日 	2015年1月26日
編集・発行人	 田中 皓

◆新年あけましておめでとうございます。今年は、巻頭で理事長が述べて
いるように、当センターが任意団体として設立されてから30周年にあたり
ます。なお一層、皆様の役に立つ事業を展開してきたいと思います。本年も
よろしくお願い申し上げます。

◆今号では、嶋田実名子さんから花王での10数年余の会社と財団の双方で
社会貢献を担ってきた経験から「CSR時代の助成財団」と題して、今後に向け
た示唆に富む期待と展望についての提言をいただきました。嶋田さんは、
昨年末で花王を退職、政府の特定個人情報保護委員会の常勤委員に就任され
ました。新天地でのご活躍をお祈りしています。

◆本年も2月に「助成財団の集い」を開催いたします。今回は上記にあります
ように、CSR（企業の社会的責任）に対して、これからの助成財団の社会的
責任（FSR）を事業運営の面から考えていこうと予定しています。助成財団の
運営および実務に携わられている皆さまをはじめ、多くの方々のご参加を
賜わりますようご案内申し上げます。

（湯瀬　秀行）

助成財団の集いのお知らせ

『Ｓ
社会的責任

Ｒ時代の助成財団 ～助成財団としての社会的責任を考える～』
2003年の「ＣＳＲ元年」以降、日本における「企業の社会的責任」

に向けた取り組みは大企業を中心に進展し、昨今定着してきたか
の観があります。最近では、国際規格ISO26000（Guidance on 
social responsibility）も発行され、「持続可能な社会」の実現に向
けて、企業のみならず、あらゆる組織が社会との関係のあり方に
ついて取り組むべき行動基準が示されてもいます。このように、
社会的責任は企業に限定されることなく、政府セクター、民間
非営利セクターなど、あらゆる社会的セクターにおける組織が、
自らの問題として受とめ、取り組むことが期待されています。

このことは、民間助成財団においても例外ではありません。
公益法人制度改革後、とりわけ公益法人（財団・社団）においては
ガバナンスの強化が求められるようになりましたが、これは法人
としての社会的責任を果たしていく際の基本的な一部に過ぎず、
今後は、助成財団としての社会的責任（FSR ： Foundation 
Social Responsibility）を組織運営面のみならず、事業運営の面
でも果たしていくことが、重要な課題として、すべての助成財団
に問われことになるでしょう。

この場合、政府でも企業でもない民間非営利組織の一つとし
ての助成財団が、＜助成＞という行為を通して持続可能な社会
の実現に向け、いかに積極的に寄与することが可能か。そのた
めには、多様なステークホルダーとの対話と関係構築にもとづ
き、それぞれの組織や事業をいかに革新的なものにしていくか、
という視点が大事になると考えます。

そこで今回は、「ＳＲ時代の助成財団」をテーマに、社会的責任
の遂行が世界的に求められる状況の中、助成財団としての社会
的責任をどのように捉え、組織として、事業としてのこれからの
あり方を考える契機にしたいと思います。

助成財団をはじめとする、関心ある多くの関係者の方々のご
参加を期待いたします。

■日時	 2月13日（金）13：00～16：45 （受付開始は12:30より）
― 終了後、懇親会 ―
■場所	 シダックスホール 7Ｆ Ｅホール
	 東京都渋谷区神南1-12-10 渋谷シダックス ビレッジ
	 Tel・03-5784-8830

【第一部】
基調講演1 「ＳＲの現状と動向」
　関　正雄 氏　�損害保険ジャパン日本興亜株式会社 ＣＳＲ部 上席顧問／

明治大学経営学部 特任准教授

基調講演2 「�日本における助成財団の役割と期待 ～研究者倫理
の視点から～」

　黒木　登志夫 氏　�独立行政法人日本学術振興会 学術システム研究
センター 相談役／東京大学名誉教授

【第二部：パネルディスカッション】
「より価値の高い助成事業の創出に向けて ～“ＦＳＲ”の視点から～」
◇パネリスト◇
　今西　淳子 氏 	 公益財団法人 渥美国際交流財団 常務理事
　嶋田　実名子 氏	�（前）公益財団法人 花王芸術・科学財団 常務理事（兼）

事務局長
　菱沼　宇春 氏	 公益財団法人 内藤記念科学振興財団 事務局長
　安田　定美 氏	� 公益財団法人 三菱商事復興支援財団事務長

◇コーディネーター◇
　渡辺　元�	� 公益財団法人助成財団センター プログラムディレクター

【第三部：情報提供】
① 新制度移行後の日本の助成財団に関する実態調査報告
② 公益認定等委員会「会計研究会」による中間報告について （予定）

情報交換･懇親会　（於・シダックスホール 2F Ａホール）
参加申込書は、当センターホームページからダウンロードできます。
会費　会員：1名につき8,000円、非会員：1名につき12,000円
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